






























































































































































































































































































当事者の課税 §338及び§338（h）（10）の選択なし §338の選択 §338（h）（10）の選択
Sの課税 SはT株式の売却により＄60の利得（売却価額＄100一　　同左
T株式の簿価＄40）を認識し，＄21の税金（＄60×税率
35％）を支払う。
SはT株式の売却益を認識しない。
Sは旧Tの§332によるみなし清算については利得を認
識しない。
Tの課税 Tは＄60の利得（T資産の譲渡価額＄100－T資産の簿
価＄40）を認識し，＄21の税金（＄40x税率35％）を支
払う（1995年1月1日の資産譲渡により）。
みなし譲渡価額（ADSP）の計算式に従い，旧Tは機械
装置のみなし譲渡により，＄92．31の利得（株式購入価
額＄100＋新T引き継がれたTの法人税＄32．31一旧Tの
資産の簿記＄40）を認識する。
この利得はSグループの連結納税申告書には含まれず，
Tは1日だけの個別申告書を提出する。Tは＄32．31の
税金（みなし譲渡益＄92。31×税率35％）を支払う。
1995年1月1日に機械装置を＄100で実際に譲渡しても
利得は生じない。
Sグループは旧Tから新Tへの機械装置のみなし譲渡に
より，連結納税申告書で＄60の利得（株式購入価額
＄100十新Tが引き継いだ債務＄0一旧丁の資産の簿価
＄40）を認識し，＄21の税金（みなし譲渡益＄60×税率
35％）を支払う。
1995年1月1日に機械装置を＄100で実際に譲渡しても
利得は生じない。
Pの課税 T株式の税務基礎価額は＄100となるが，
基礎価額は＄40のままである。
丁資産の税務 新Tの資産の税務基礎価額総計（AGUB）は＄132．31
（購入価額＄100＋新Tによって引き継がれたTの法人
税＄32．31）となる。
この資産の税務基礎価額総額は，残額法により，＄100
が機械装置に，残り＄32．31が§197無形資産に配分され
る。通常はこの§197無形資産は15年で償却され，15年
間で＄11．31の節税効果（損金算入額＄32．31×税率35％）
がある。しかし，本設例では1995年1月1日の機械装置
の譲渡に伴って§197無形資産の処分損失が認識される。
新Tの資産の税務基礎価額総額（AGUB）は＄100（株
式購入価額＄100＋引き継いだ租税債務＄0）となる。
この税務基礎価額総額の全額が機械装置に配分される
（本設例ではAGUBが機械装置の時価と一致するので
§197無形資産に配分される金額はない）。
税負担額の比
較
T株式の売却によるSの税金　　　＄21
機械装置の譲渡によるTの税金　　＄21
　　　　　　　　　合計　　　　　＄42
T株式の売却によるSの税金　　　　　＄21
機械装置のみなし譲渡によるTの税金　＄32．31
　　　　　　　　　　合計　　　　　　　53．31
§197無形資産の償却による節税額　　　＄11．31
　　　　　　　　　　差引　　　　　　＄42
＄42の税負担は左と同じである。しかし，＄32．31の税
金の支払が実際の資産譲渡による税金の支払より先行し，
＄11．31の節税効果が得られるのは資産の譲渡時である
ため，左より不利である。
機械装置のみなし譲渡によるTの税金　＄21
＄21だけの税負担で済み，最も有利である。
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注
1）作表にあたっては，次の文献を参照した。Martin　D　Ginsburg　and　Jack　S
Levin，　Mergers，　Acquisitions，　and　Buyouts，　（January　1995　Edition）
Little，　Brown　and　Company，　P．121，　P．P．174－175，　Donald　D　Wiliamson，
Using　the工nstallment　Method　to　Report　Gain　on　Section　338（h）（10）Deelned
Asset　Sales，　The　Journal　of　Taxation，　May　1995，　P．P．272－273．
2）ジェネラル・ユティリティーズの原理廃止前においては，資産のみなし譲渡によ
　る譲渡益は，取戻益を除いて売却会社に課税されることはなかった。すなわち会社
　レベルでは課税されず，株式を売却した株主レベルのみで課税された。拙稿「米国
　における買収価額の配分に係る税務」日本公認会計士協会第10回研究大会研究発表
　論文集（1989年7月発表）11頁参照のこと。
3）　Martin　D　Ginsburg　and　Jack　S　Levin，　op．cit．，　P．381．
4）　lbid．，　P．381，
5）　lbid，，　P．176．
6）　Robert　willens，　Strategies　for　Divesting　Equity　Stakes　in　a　Hostile　Tax
　Environment，　The　Journal　Qf　Taxation，　August　1994，　P．91．なお，§197に
　ついては，拙稿「米国の企業買収における無形資産の税務」JICPAジャーナル，
　1995年2月号　87－92頁参照のこと。
7）　Martin　D　Ginsburg　and　Jack　S　Levin，　op，cit，，　P，177．
8）　Robert　A　Rizzi，　Section338（h）（10）　Unearthed：Exploring　the　Deemed
　Sale　of　Assets　Election，　The　Journal　of　Corporate　Taxation，　Spring　1991，
　P．51．
9）§382の制限及びSRLYルールについては，拙稿「米国の企業買収における税務
　上の繰越欠損金の使用制限」経営総合科学　第56号（1991年2月）31－52頁参照の
　こと。
10）　Martin　D　Ginsburg　and　Jack　S　Levin　op．cit．，　P．179．
11）1994年1月に公表された内国歳入規則（lncome　Tax　Regulations）により，』
　338（h）（10）の適用範囲が，個別納税申告書を提出する売却関連法人及びS法人と
　その株主に拡大された（§§1．338（h）（10）一1（a），1（d）（1）））。
12）　Martin　D　Ginsburg　and　Jack　S　Levin　op，cit．，　P．180．
13）　ibid．，　P．184，
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14）　ibid．，　P．184．
15）　Mark　L．Yecies，　Section338（h）（10）　in　Louis　S．Freeman，　Tax　Stratergies
　for　Corporate　Acquisitions　Dispositions，　Spin－Offs，　Joint　Ventures　and
　Other　Strategic　AIIiances，　Financings　Reorganizations，　and　Restructurings，
　1994，　（Volume　One）　Practicing　Law　lnstitute，　P．972．
16）　ibid．，　P．981．
17）　ibid．，　P．985．
18）　Martin　D　Ginsburg　and　Jack　S　Levin　op．cit．，　P．152．
19）残額法については，拙稿　前掲論文（注2）6－9頁参照のこと。
20）　Martin　D　Ginsburg　and　Jack　S　Levin　op．cit．，　P．384．
21）表2は次の文献を要約して作成した。Martin　D　Ginsburg　and　IJack　S　Levin
　op．cit．，　PP．175－176，　P．P，384－385．
22）　Boris　1，Bittker　and　James　S．Eustice，　Federal　lncome　Taxation　of
　Corporation　and　Shareholders　（Sixth　Edition），　Warren　Gorham　Lamont，
　1994，　P．10－102．
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